
[分科会E・第 1セッション] 特集:第29回国際中小企業会議

中小企業の共同事業の成功要因:
組織・契約構造の影響に関する分析

Inter-firm Co-operation of the ]apanese SMEs in the Manufacturing Sector: An Empirical Analysis 
on the Organizational and Contractual Structure of Co-operation 

~目次

岡室博之

(一橋大学)
経済学研究科助教授

1.はじめに 4.共同事業の組織構造と契約関係

2.データソースとサンプル企業の概要 5.共同事業の成功の要因

3.共同事業への参加の要因 6. むすび

1.はじめに

近年、中小企業間の、また中小企業と大企業

の連携に対する関心が高まっている。中小企業

の持つ経営資源は大企業と比較して乏しく、そ

のことが中小企業の発展を制約している。従っ

て、まさに中小企業にとって、競争優位を持つ

得意分野に経営資源を集中する一方で、その他

の分野については目的に応じて外部の企業や機

関と柔軟に連携してその経営資源を積極的に活

用し、相互に補完し合うことが重要である(商

工総合研究所1999)。このような連携によって、

中小企業は規模の経済と範囲の経済を享受でき

る他、シナジー効果(連結の経済、補完効果)

をも獲得できるのである。

しかし、これまでのところ、日本における中

小企業の共同事業の組織構造・契約形態や経済

効果に関する本格的な実証研究は非常に乏し

い。企業間の共同事業に関する定量的な研究は、

政府の支援を受けた大企業間の研究開発協同組

合に集中している (Miyata1995， Branstetter 

and Sakakibara 1998，2002， Sakakibara 2001a， 

Sakakibara 2001 b)。他方、中小企業の共同事

業に関する従来の研究のほとんどは、いくつか

の成功事例に基づく記述的なものであり、バイ

アスがかかっている可能性があるうえ、結果を

一般化することができない。

日本における共同研究開発の効果に関して
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は、 Branstetterand Sakakibara (1998) 

(2002)が、政府支援の研究開発共同組合に繰

り返し参加することによって企業間の知識のス

ピルオーバーが増加し、特許出願で測定した研

究開発の生産性が上昇することを検証した。岡

室 (2001) は、中小企業のさまざまな共同事

業が利益率に与える影響を官庁統計の集計デー

タに基づいて分析し、研究開発事業だけが有意

な正の効果を持つことを明らかにした。米国に

ついては、それと反対に、共同研究開発が利益

率に負の影響を与えることがVonortas (1997) 

によって報告されている I。またLinkand 

Bauer (1989)によれば、共同研究開発には

参加企業の研究開発生産性を直接高める効果は

見られないが、内部の研究開発の生産性向上効

果を高めるという間接的な効果がある。

Bourgrain and Haudeville (2002) の研究

は、外国における中小企業の共同研究開発の効

果に関する数少ない計量分析のひとつである。

フランスの企業別データに基づいて、彼らは

研究開発を共同で行うこと自体にはプロジ、エク

トの成功率を高める効果がなく、とりわけサプ

ライヤーや公的研究機関との協力が負の効果を

もたらすことを明らかにした 20

企業間の共同事業の効果に関するこれまでの

実証研究の結果を整理すると、中小企業の企業

間共同事業の経営成果への影響に関する計量的

実証研究が、とりわけ日本ではこれまでほとん

どなかったということが分かる。大企業に関す

る研究も、共同事業の中身がどのように成果に

影響するかを詳細に検証しているわけではな

い。そこで本稿は、日本の中小企業における企

業間共同事業の組織上・契約上の特徴を明らか

にし、そのような特性が共同事業参加企業の経

営成果に及ぼす影響を分析することを目的とす

る。先行研究と異なって、本研究の対象は共同

研究開発に限定されず、仕入・生産 J販売など

他の分野の事業を含む。分析に使用する企業デ

ータは、筆者が2002年夏に実施したアンケート

調査から得られた。

なお、本稿では、組織や契約に関する経済理

論から引き出される仮説の検証よりも、独自の

調査データからの事実発見 (fact-finding)に

重点を置く。

本稿の構成は、以下の通りである。次節では

データソースと調査企業の概要について述べ

る。続いて、 1)どのような特性を持つ企業が

他企業と共同事業を行うのか、 2 )中小企業の

共同事業の中身はどうなっているのか、そして

3 )成功する共同事業の主な特性は何か、とい

う点に関して、調査と分析の結果を報告する。

最後に主要な結果とその合意を整理して、本稿

を締めくくる。

2.データソースとサンプル企業の概要

本稿の分析で用いるデータは、前述のように、

日本の中小製造業に対する最近のアンケート調

査から得られた。この調査の対象企業は、(株)

東京商工リサーチの企業データベースから無作

為抽出によって選別された。対象企業の従業者

規模は50人以上300人以下に限定された o

2002年4月に300杜を対象に予備調査を実施

した後(回収率36%)4、2002年7月から 8月に

かけて6，000杜を対象にして本調査を行った。

回答した1，526杜(回収率25%)から従業者数

が300人を超える企業を除外し5、予備調査の回

22 商工金融 2003.1 



答(107社)を加え、さらに(共同事業を実施した

かどうかを明らかにしていなし¥)不完全な回答

を除外した後、最終的に分析対象になったのは

1.577社である。有効回答率は25%になった。

全サンプル企業の記述統計を、表1に示す。

創業からの経過年数は平均55年、会社設立から

の経過年数は45年である。平均従業者数は115

人である。産業の分布を見ると、食料品製造業

(11%)、金属製品製造業 (13%)、電気機械製

造業 (10%)、その他製造業 (14%)の比率が

比較的高い。研究開発活動については、 35%が

毎年「試験研究費」を計上し、 39%が研究開発

を専門に担当する常勤社員を雇用し、 49%が研

究開発を担当する部署を有し、 37%が昨年度中

に新製品を開発・販売し、 29%が昨年度中に特

許・実用新案を出願した。これらの研究開発指

標のうち、 1社平均で約2項目が該当し、いず

れも該当しないのは全体の29%である。

経営者(社長)の学歴に関しては、大卒が

69%、大学院修了が5%であり、高学歴者が4

分の 3を占める。年齢別に見ると、 50代と60代

が合わせて 4分の3を占める。社長在職年数は

平均19年である。

全サンプル企業のうち478社 (30%)が過去

3年間に他社と何らかの共同事業を行った経験

を持つ。共同事業を行っていない企業に対して

理由を尋ねたところ「特に理由はないJ(46%) 

という回答が最も多く、「関心はあるが適切な

相手がいなしリ (28%)、「メリットを感じない」

(16%) という回答が続く O 意思決定の制約や

内部情報の漏洩を恐れているのは比較的少数で

ある。

表調査対象企業1，577社の概要

企業・経営者特性 平均値 標準偏差 最大値

創業年 1947 32 2001 

会社設立年 1961 16 2002 

従業者数 115 63 300 

R&D指標") 0.345 。目476

R&D指標22) 0.390 0.488 

R&D指標33) 0.490 0.500 

R&D指標44) 0.371 0.483 

R&D指標55) 0.289 0.454 

R&D指標計6) 1.89 1.74 5 

社長学歴スコア7) 2.75 0.58 4 

社長年齢スコアB) 4.37 0.94 6 

社長在任年数 19.1 13.6 61 
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注)

1)研究開発費を毎年計上している=1 
2 )研究開発を専門に担当する常勤社員がいる=1 
3 )研究開発を担当する部署がある 1
4 )昨年度中に新製品を開発・販売 1
5 )昨年度中に特許・実用新案を出願
6 )上記R&D指標の該当件数
7 )社長の最終学歴:中卒、高卒=2、大卒 3、大学院修了=4 
8 )社長の年齢層:20代 1、30代=2、40代 3、50代=4、60代 5、70代以上=6 
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3.共同事業への参加の要因

それでは、共同事業に参加するのはどのよう

な企業だろうか。参加企業と非参加企業の特性

を比較することによって、この点を明らかにし

よう。表2はそれぞれのグループの平均値を示

し、平均値の差が統計的に有意であるかどうか

を、 5%有意水準で、両側検定したものである。

表2によれば、共同事業参加企業は、いくつ

かの点で非参加企業と有意に異なる特性を持

つ。第 lに、参加企業の従業者規模は有意に大

きい(平均122人対112人)60 第2に、参加企

業の研究開発指標はどれをとっても有意に高

い。例えば、研究開発予算を毎年計上している

企業の比率は共同事業参加企業では52%である

のに対して、非参加企業では27%に過ぎない。

第3に、参加企業の経営者の学歴は有意に高い

(平均2.8対2.7)70 第4に、参加企業の経営者の

年齢は有意に低く (平均4.3対4.4)8、従って経

営経験も短い(平均18年対20年)。以上の結果

から、日本の中小製造業の間では、比較的規模

が大きく、研究開発集約的で、若く高学歴の経

営者のいる企業が共同事業に参加する傾向があ

ると言える 90

なお、企業の年齢及び産業の違いについては、

参加企業と非参加企業の聞に有意な違いは見ら

れなかった 100

4.共同事業の組織構造と契約関係

次に、共同事業の組織構造と契約関係を詳細

に検討しよう。前述のように、これまでの研究

は共同事業の具体的な内容にはほとんど触れて

いない。

( 1 )共同事業の具体的内容

はじめに、共同事業を行う理由ないし目的を

見てみよう。これに関して最も多い回答は「知

識やノウハウの不足を補うため」であり(却。、

次いで「経営資源の結びつきによる相乗効果を

得るためJ(23%)、「競争相手や取引先に対す

る地位の強化J(19%)であった。このように

戦略的な理由ないし目的を挙げた企業は、その

他の理由や目的(事業コストの削減、事業リス

表 2:共同事業への参加企業と非参加企業の特性比較

(参加企業=478社、非参加企業=1，099社)

企業・経営者特性 参加企業平均 非参加企業平均 回答数 t値

創業年 1945 1948 1，401 1.517 

会社設立年 1961 1961 1，476 0.143 

従業者数 122 112 1，558 3.116 * 
R&D指標1 0.523 0.268 1，577 10.12 * 
R&D指標2 0.521 0.333 1，577 7.139 * 
R&D指標3 0.638 0.426 1，577 7.895 * 
R&D指標4 0.533 0.300 1，577 9.030 * 
R&D指標5 0.425 0.230 1，577 7.981 * 
R&D指標計 2.64 1.56 1，577 11.797 * 
社長学歴スコア 2.83 2.72 1，573 3.645 * 
社長年齢スコ7'; 4.25 4.43 1，577 -3.405 * 
社長在任年数 17.7 19.8 1，566 -2.723 * 

注)企業・経営者特性については表1を参照。

両グループの平均値の聞に統計的に見て有意な差がある場合には、右端に*印を表示。
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クの軽減、時間の節約;合計で17%) を挙げた

ものよりも多い。回答企業の約8割が、このよ

うな目的が参加企業間で共有されていたと考え

ている。

過去3年間に実施された共同事業の分野(複

数回答可)を見ると、最もよく行われたのは研

究開発 (66%) であり、生産 (49%)、販売

(31%)、仕入 (17%)がそれに続く 110 現在も

継続している共同事業の種類について尋ねて

も、結果は基本的にこれと変わらない。回答企

業は平均で約2分野の共同事業に参加していた

が、ほほ60%が研究開発を最も重要な分野とし

て挙げた。また、回答企業の過半数 (54%)が

最も重要な分野で以前にも共同事業を経験して

いた。最も重要な分野における共同事業は平均

で5.7年間継続したが(中間値は 3年)、 30年間

を超える長期的なものも12件あった 120

参加メンバーの構成を見ると、 2社のみによ

る共同事業が約半分 (49%) を占め、 3~5 社

(38%)がそれに続く。共同事業のほとんどが、

少数の企業の間で行われていることが分かる。

共同事業の 3分の 2 (63%) には、異業種の企

業も参加している。回答企業の 3分の 2(66%) 

が取引先(仕入先・販売先)と、約半分(51%)

が従業者数300人以上の大企業と共同事業を行

っているO

共同事業の組織構造について、最もよく見ら

れるパターン (49%)は共同事業をフォーマル

な組織(事業協同組合や合弁事業など)によら

ず、契約のみに基づいて実施するという形態で

あり、フォーマルな事業組織も契約もないとい

う形態 (26%)がそれに次いで多い。既存のあ

るいは新設の事業協同組合(13%)や合弁企業

(12%)などのフォーマルな組織によるものは少

数派である。従って、中小企業の共同事業の多

くは、契約を結ぶかどうかは別として、インフ

ォーマルな組織形態で行われていると言える。

共同事業における権限の配分について見る

と、多くの場合に (78%)明確なリーダーが存

在し、回答企業自身がリーダーであることが多

い (55%)0 リーダーの役割と権限について

(複数回答可)、最も多く見られるパターンは

「全体的な方針のとりまとめJ(65%)で、 i(任

務の分担を含む)具体的な内容の調整と決定」

(56%)がそれに次いで多い。リーダーが契約

理論で言う「残余コントロール権 (residual

right of control) Jを持っている場合、すなわ

ち「メンバーの間で見解の相違が生じたり、予

期しない事態が起きたときに対応を一任され

る」ケースは比較的少数である (14%)。

( 2 )共同研究開発の実態

いくつかの調査項目立、研究開発を共同事業

の最も重要な分野とする企業にのみ該当する

(255社;回答企業の53%)。それらに関する調

査結果を整理する。

共同研究開発を研究テーマの探索から始める

ケースは比較的少ない (20%)。むしろ、「ある

参加企業が始めた基礎的な研究開発を分担して

さらに進める形で始まったJ(44%) というふ

うに、既に行われていた研究開発を受け継いだ

り持ち寄ったりするほうが、より一般的である。

費用の分担方法について、最もよく見られる

のは、「担当する任務に応じて負担を決める」

というパターン (46%)である 13。その他の分

担方法は、「均等負担J(19%)、「研究開発の能
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力や支出に応じた負担J(18%)、「財務能力に

応じた負担J(10%)、「成果の配分見込みに応

じた負担J(7%)である。共同研究開発参加企

業の4分の 1 (26%)は共同事業に対して公的

な補助金を得ていたが、補助金が自己負担金よ

り少ない場合が多い 140

共同研究開発から特許権や売上収益など何ら

かの成果が得られた企業(詳細は後述)につい

て、成果の配分方法を見てみると、約3分の1

の企業では (34%)技術的貢献度に応じて配分

され、また3分の 1 (31%)の場合には成果の

商品化や特許出願等は共同事業の中では行われ

ず、参加企業の自由とされた。均等配分(22%)

や資金的貢献度に応じた配分(13%)は比較的

少ない 150

共同研究開発に対する大学や公的研究機関の

関与は、全体の44%で見られる 16。そのうち最

も多いパターンは、それらの機関から助言等の

技術支援を得たというものであり (41%)、デ

ータ分析・テスト等の業務委託 (27%)、共同

事業への直接参加 (24%)がそれに続く(かっ

こ内はいずれも大学や公的研究機関の関与があ

ったケースに占める比率)。他方、販売先企業

が共同研究開発に関与したケースは全体の4分

の3 (76%)を占める。より具体的には、主要

な販売先が共同事業に直接参加するパターンが

(共同研究開発参加企業全体の)30%、助言や

情報提供を行うパターンが同31%、目標製品の

買い入れを内諾しているケースが同36%あった

(複数回答可)。いずれにせよ、大学・研究機関

や販売先の共同研究開発への関与は直接参加に

限定されず、むしろそれ以外の方法による関与

が多いことが分かる。

( 3 )共同事業の成果

今回の調査では、成果の主観的な指標として

「成果への満足度」、「過程への満足度」と「目

的達成度」、より客観的な指標として「過去3

年間の(同業他社と比較した)相対的な売上高

成長率」と「過去3年間の(同業他社と比較し

た)相対的な利益水準」を尋ねた。最高評価を

5、最低評価を 1とする 5段階評価の平均はい

ずれも3.1~3.2であり、共同事業の成果はどち

らかといえばプラスに表れていると言える。ま

た、「今後の事業に関するヒントが得られた」

(59%)、「今後の事業のための人脈が拡がった」

(45%)、「自社の強みと弱みを認識できた」

(54%) など、さまざまな間接的効果が得られ

たことが分かる。

さらに、共同事業の最重要分野として共同研

究開発を実施した企業については、研究開発が

終了したかどうか、成果を特許・実用新案とし

て申請したかどうか、成果が売上に結びついた

かどうかを尋ねた(複数回答可)。これらの問

いに「はい」と答えた企業の比率は、それぞれ

49%、38%、43%である。平均回答数が1.3であ

り、 86%がこれらの問いのうち少なくともひと

つに「はい」と答えたことから、共同研究開発

事業が多くの場合に何らかの成果を挙げたこと

が分かる一方、プロジェクトが終了する前に成

果を特許出願した、あるいは成果が売上に結び

ついたケースも少なからずあることが窺われる。

5.共同事業の成功の要因

それでは、共同事業を成功に導く要因は何だ

ろうか。議論を明快にするために、本稿では共

同研究開発に対象を絞って分析することにす
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る。また、ここで「成功の要因」と言うのは成

功の確率を高める要因という意味であり、成功

のための必要条件ではないということを、予め

お断りしておく。

前節で述べたように、筆者の調査では共同事

業の「成功」に関してさまざまな指標を設定し

ているが、ここでは最も直接的な 2つの指標、

のすなわち「共同研究開発の成果を特許ないし実

用新案として申請したかどうか」、及び「共同

研究開発の成果が売上に結びついたかどうか」

に注目する。これらをそれぞれ共同研究開発の

「技術的成功」と「商業的成功」の指標と考え 17、

「成功」した企業とそれ以外の企業の間で企

業・経営者特性や共同事業の特性(組織・契約

構造)を比較することによって、「成功」の確

率を高める要因を検証する。例えば、「成功J

企業グループの平均規模が他のグループより大

きければ、規模の大きな企業ほど「成功J確率

が高いと考えるのである。そのさい、特性ごと

にそれぞれのグループの平均値の差を統計的に

検定し、 5%水準の両側検定で

差がある特性だだ、けを影響要因として認めること

にする。

分析結果を、表3に示す。ここに掲載されて

いない特性については、いずれの成功指標につ

いても両グループの平均値に有意な差は見られ

ない。

企業特性については、社内で研究開発を活発

に行う企業ほど共同研究開発の技術的・商業的

成功の確率が高い。より具体的には、研究開発

を担当する部署を持つ企業の比率は技術的成功

を収めたグループの中で有意に高く、毎年研究

開発費を計上する企業の比率は商業的成功を収

めたグループの中で有意に高い。つまり、他の

参加企業の研究開発に依存せず、自らも研究開

発面で貢献することが、共同研究開発の成功率

を高めるのである。それに対して、規模と創

業・設立年(企業年齢)の違いは成功確率に影

響しない。また、経営者特性の中では、社長在

任年数だけが成功確率に影響する。すなわち、

技術的成功を収めたグループでは、社長在任年

数が有意に短いのである。

続いて、共同事業の特性が成功確率にどのよ

うに影響しているかを見てみよう。

まず、技術的成功の確率を高める要因は、1)

異業種企業の参加 18、 2 )大企業との連携、

3 )大学や公的研究機関との連携(特に、設

備・機材の利用)、 4)顧客との連携(特に共同

事業への直接参加)、 5)研究開発能力に応じ

た費用負担、 6)研究開発面での貢献に応じた

成果配分、あるいは成果の自由な利用、である 190

このような費用負担・成果配分方式は、参加

企業の聞のフリーライデイング(ただ乗り)の

可能性を抑えてインセンティブを高め、高い成

果に結びっくと考えられる。また、異業種の企

業、大学等の研究機関、顧客との連携は、多様

な補完的知識・資源の利用を可能にして、高い

成果をもたらすと考えられる。大企業との連携

は、質量ともに優れた外部資源の活用を可能に

する他、大企業のほうが知的財産の管理と活用

において優れたノウハウを持つために、大企業

と組む場合に特許出願性向が高くなるという効

果があると解釈できる。

次に、商業的成功の確率を高める要因は、1)

販売の共同化を行っていること、 2)以前にも

共同研究開発の経験があること、 3)プロジ、エ
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クトの長期継続、 4)取引先の参加、 5 )顧客

からの情報提供・助言と顧客による購入の見込

み、 6)大学や公的研究機関と連携しないこと、

7)公的な補助金を受けないこと、 8)実際の

任務に応じた費用負担、である 200 補助金を受

けた場合にも、その金額が自己負担金に対して

大きいほど、商業的成功率は低くなる。

表3:共同研究開発における「成功」企業とその他の企業の特性比較

特 4主
技術的成功1) 商業的成功 2)

回答数
成功企業平均

R&D指標 1 0.698 

R&D指標3 0.854 

R&D指標5 0.708 

R&D指標計 3.60 

社長在任年数 16.1 

共同販売実施 0.177 

共同研究開発の経験 0.635 

共同事業の継続年数 4.94 

同業種企業のみ参加 0.232 

取引先の参加 0.646 

大企業の参加 0.740 

費用分担ルール 33) 0.226 

費用分担ルール 54) 0.419 

補助金受給 0.281 

補助金割合5) 2.70 

産学協力 16) 0.137 

産学協力 2') 0.074 

産学協力 45) 0.158 

産学協力計9) 0.484 

販売先協力 110) 0.417 

販売先協力 2
，
1) 0.313 

販売先協力 3'2) 0.406 

販売先協力計13) 1.14 

成果配分ルール2叫 0.466 

成果配分ルール4同 0.192 

注)

1)共同研究開発の成果を特許出願した

2 )共同開発の成果が売上に結び、ついた

3 )研究開発能力に応じた費用分担

4 )実際の任務分担に応じた費用分担=1 

その他平均

0.604 

0.654 

0.403 

2.78 

17.5 

0.277 

0.595 

4.36 

0.386 

0.703 

0.532 

0.124 

0.434 

0.238 

2.91 

0.085 

0.014 

0.199 

0.418 

0.233 

0.314 

0.327 

0.87 

0.235 

0.412 

5 )自己負担金に対する相対的な大きさ;ほぼ同額=3 

6 )大学等の研究者が共同事業に参加

7)大学等の設備・機材を利用=1 

8 )大学等の研究者から助言等の技術支援=1 

*平均値の差が有意に異なる場合にのみ、 tfl直を掲載する。

研究開発と並んで、販売を共同で、行っている場

合に商業的成功率が高いことは、直感的にも理

解できる。取引先、特に顧客との連携によって

t値 成功企業平均 その他平均

0.725 0.575 

3.556 0.780 0.692 

4.939 0.505 0.527 

3.966 3.28 2.95 

15.1 18.4 

0.303 0.192 

0.778 0.486 

5.83 3.67 

-2.557 0.343 0.317 

0.789 0.600 

3.354 0.670 0.566 

2.078 0.187 0.145 

0.533 0.344 

0.128 0.358 

2.14 3.02 

0.047 0.155 

2.358 0.047 0.031 

0.121 0.233 

4.845 0.308 0.558 

3.148 0.330 0.281 

0.404 0.247 

0.495 0.253 

2.691 1.23 0.78 

3.118 0.313 0.387 

-3.048 0.281 0.355 

9 )大学等の研究者と何らかの協力あり

10)販売先が共同事業に参加=1 

ll)販売先から助言・情報提供=1 

12)販売先が目標製品の購入を内諾

13)上記3項目のポイント合計

14)技術的貢献度に応じた配分

15)研究開発成果の自由な利用=1 

t値

2.478 255 

255 

255 

255 

-2.060 、251

2.064 255 

4.910 254 

3.220 252 

252 

3.252 254 

254 

238 

2.976 238 

四4.217 243 

-2.492 62 

ー2.722 236 

236 

-2.214 236 

-3.952 236 

255 

2.702 255 

4.105 255 

4.864 255 

158 

158 

成功率が高まるのは、それによって研究成果の

実用性と販売可能性が改善されるからであろ

う。共同研究開発の経験がある場合には、経験
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に基づく学習によって作業が効率化するほか、

過去の研究課題との関連性が高いほど過去の成

果を発展させてより高い成果を上げることがで

きる。さらに、過去の共同事業とのメンバーの

重複が多いほど、意思決定や意見調整が円滑に

行われるようになり、成功に結ぴつきやすくな

ると考えられる。

大学等が関与(特に直接参加と助言)するほ

うが商業的成功の見込みが低いという結果は

Bougrain and Haudeville (2002)と一致する

が、これは大学等の研究者の参加や協力が研究

開発の支障になることを意味するのだろうか。

研究者の協力が求められるのは、まだ基礎的段

階の研究であるか、あるいは直ちに売上に結び

っくことを意図しない研究であるとも考えられ

る。この点は、今回の分析からは明らかにでき

なかった。

また、公的な補助金を受けることが商業的成

功に負の効果を持つのはなぜだろうか。本稿の

分析からその理由を明らかにするのは不可能だ

が、ひとつの解釈は、補助金を得ることによっ

て研究開発を商業的に成功させるインセンテイ

ブが低下する(モラル・ハザード問題)という

ことである。また、補助金を得ると、ふだん自

己資金ではなかなか実施できない官険的な研究

に、結果にとらわれずに取り組むことが可能に

なり、売上に直結する実用的な研究が行われに

くくなるということもあるかもしれない。

技術的成功の要因と商業的成功の要因を比べ

ると、それらがほとんど一致していないことが

分かる。たじかに、自ら研究開発を活発に行う

ほど、また顧客と連携しているほど成功確率が

高くなることは共通しているが、それぞれの具

体的な中身は異なっている。大学等との連携の

効果は全く反対であり、しかも成果に影響する

連携のタイプが異なる。すなわち、成果指標の

取り方(何を基準にしてどのように成果を測る

か)によって影響要因は大きく異なるのである。

この結果は、共同研究開発の技術的成功と商業

的成功は全く別の目的であり、中小企業が目的

に応じて異なった札織・契約パターンを選択し

ていることを示唆している 210

6.むすび

材高は、最近のアンケート調査に基づいて中

小企業の共同事業の組織構造と契約関係を明ら

かにし、それが共同事業とその参加企業の成果

にどのように影響するかを分析した。企業聞の

共同事業についてはこれまでにも多くの調査研

究があるが、中小企業の共同事業の組織・契約

内容に関する調査は乏しく、成果に対する影響

も定量的に分析されたことがほとんどない。そ

の点で、この研究は多くのオリジナルな発見を

含むものである。

以上の調査・分析結果から得られる最も重要

な含意は、共同事業からどのような成果が得ら

れるかは共同事業の中身と進め方に依存する、

ということである。共同事業が成功し、参加企

業にプラスの効果が生じるかどうかは、共同事

業の組織構造や契約関係に明確に影響されるの

である。また、成果をどのように測るかによっ

て、共同事業の最適なパターンは異なる。この

ことは、さまざまな組織・契約構造が目的に応

じて選択されていることを示唆するものであ

る。従って、今後の研究においては、ある組

織・契約のパターンがどのような条件の下で選
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択されるのかを検証することが、重要な課題に

なろう。

※本稿は、筆者が第29回ISBCのために提出し

た報告原稿(英文)に修正・加筆を行ったもので

ある。時間の制約により、実際の報告の内容は、

[注]

lその理由の lつとして、逆の因果関係(利益率の低

い企業が研究開発を共同化する)が指摘されている。

2彼らはそのような結果を示しただけで、その原因に

ついての議論は全く行っていなし、

3対象企業の規模の上限は、「中小企業基本法」におけ

る中小企業(製造業)の定義に従って設定された。

従業者数50人未満の企業を除外したのは、企業間共

同事業への参加企業の比率がこの規模層ではかなり

低い (5%未満)ことが、経済産業省「第l回商工業

実態基本調査報告書 (1998年)Jから明らかになって

いるカ、らである。

4予備調査の結果、質問票を修正する必要がほとんど

ないと判断されたため、予備調査の回答と本調査の

回答を同じサンプルに入れて分析することにした。

なお、予備調査と本調査の対象企業は重複しない。

5従業者数50人未満の企業は除外しなかった。

6 この結果は、官庁統計の集計値に現れている傾向と

一致する。経済産業省「平成4年企業活動基本調査

報告書」によれば、従業者規模が大きいほど共同事

業に参加している企業の比率は高くなる(岡室2001

参照)。同様の傾向が、スペイン (Bayonaet al. 

2001)及び英国 (Tether2002)について報告され

ている。ただし、規模の差は重回帰分析では有意で

なくなった(この点は今回の報告の範囲には含まれ

ていない)。

7経営者の学歴(最終卒業校)については、中学卒・

高校卒・大学卒・大学院修了にそれぞれ1，2， 3， 

4のポイントを付けた。従って、大卒以上の比率が

共同事業への参加の要因と共同研究開発の成功

の要因の分析にほぼ限定された。本稿の内容は、

日本学術振興会の平成13年度・ 14年度科学研究

費補助金を受けた研究プロジ、ェクト「中小企業

の戦略的連携と経営成果J(基盤研究(C)(2)課

題番号13630135)の成果の一部である。

高いほど、平均ポイントは3に近づく。

8経営者の年齢層については、 1(20代)から 6(70 

代以上)までのポイントを付けた。従って、高年齢

者の比率が高いほど、平均ポイントは5に近づく。

9 もっとも、企業特性については、例えば共同研究開

発を行った結果自社の研究開発も活発になったとい

う、逆の因果関係を否定することはできない。本稿

の分析手法では、この点を解明することは不可能で

ある。

10産業特性の効果に関するこの結果は、日本の大企業

についての先行研究 (Miyata1995， Sakakibara 

2001a) と一致しない。先行研究はむしろ、産業の

違いが共同研究開発への参加傾向の違いを説明する

重要な要因であることを明らかにしている。このよ

うな結果の違いは分析手法の違いによるものかもし

れない。

11この傾向も、経済産業省「平成4年企業活動基本調

査報告書」の結果とほぼ一致する。

12以下に述べる調査結果は、特に断りのない限り、過

去3年間に実施された共同事業のうち最も重要なも

のに限定される。

13回答企業の一部 (8%)では、公的補助金など外部か

らの資金で費用を賄うことができたため、自己資金

による負担はほとんどなかったという。これらの企

業は、ここでの比率の言十算からは除外している。

14補助金総額と自己負担金総額がほぼ同じである場合

を3として、補助金受給企業の平均値は2.8で、あった。

15これらの比率は、「目に見える成果を生むには至らなか
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った」企業(全体の24%)を除いて計算されている。

16 日本の産学連携の近年の傾向は、 Wenand 

Kobayashi (2001)で詳細に報告・分析されている。

17この定義によれば、共同研究開発の成果を特許出願

しなかった企業はすべて「技術的に成功しなかった」

グループに入るが、その中には「特許出願は可能だ

が敢えてしなかった」ものも含まれると考えられる。

従って、技術的成功の確率はいくぶん過小評価され

ている可能性がある。

18成功企業のグループで同業種企業のみによる共同事

業の比率が有意に低いということは、異業種企業の

参加が成功確率を高めることを意味する。この結果

は、参加企業の業種が多様性であるほど研究開発投
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